
科 学 技 術 動 向　2014年 1・2月号（142号）

4

　東京オリンピック開催決定を機に、2020 年に向
けて目指すべき姿を早期実現させるための研究開
発やシステム改革の政策議論が各所で行われてい
る。文部科学省では、若手のアスリート、アーティ
スト、研究者等の参加を得て、「夢ビジョン 2020」1）

の検討を開始した。また、2020 年は第 5期科学技術
基本計画の最終年度にもあたり、すでに、現行の第
4期基本計画のフォローアップと共に第 5期基本計
画策定に向けた議論が開始されている。一方 2030
年は、科学技術イノベーション総合戦略2）において
社会実装の目標年として設定された年であり、2020
年および 2030 年をマイルストーンとして研究開発
やシステム改革に関する議論を行うことが重要で
ある。オリンピック開催を契機とした日本への注目
を好機と捉え、日本の魅力の総合的な発信を強化

し、その後のさらなる発展に繋げていくことが求め
られている。
　当センターは、中長期の科学技術発展に関する
大規模な予測調査を 1971 年以来、継続的に実施し
ており、デルファイ調査（専門家アンケート）、シ
ナリオライティング、ワークショップの手法を用
いた第 9 回科学技術予測調査3～5）を 2010 年 3 月に
公表した。このうちデルファイ調査からは、目指す
べき姿の実現への貢献が期待される科学技術につ
いて、いつ頃技術的な目処が立ち、社会で用いら
れるようになると予測されるのかを知ることがで
きる。そこで、前述の文部科学省の議論とも連動し
つつ、2020 年およびその先の社会実装に向けて取
り組みを加速させるべきと考えられる研究開発
テーマの抽出を試みた。

日本の魅力の発信強化に向けた
研究開発テーマの抽出
―第９回デルファイ調査結果より―

　東京オリンピック開催決定を機に、2020 年に向けて目指すべき姿を早期実現させるための研究開発
やシステム改革の議論が活発化している。オリンピックを契機とした日本への注目を好機と捉え、日本
の魅力の発信を強化するとともに、その後の発展に繋げていくことが求められている。
　そこで、科学技術動向研究センターは、第 9回科学技術予測調査（2010 年）を基に、社会実装に向け
て取り組みを加速させるべきと考えられる研究開発テーマの抽出を試みた。2020 年頃までに技術的な
目処が立つと予測された課題（トピック）を抽出し、①高度リスク管理・低減技術、②高精度な観測・
予測システム、③どこでも電力・情報インフラ、④マルチスケールエネルギーマネジメント、⑤エネル
ギー・資源の超高効率利用、⑥ゼロエミッション、⑦知的なセンシングによるインフラマネジメント、
⑧交通モダリティの革新、⑨インクルーシブ社会の実現、⑩サービス科学によるおもてなし、⑪食と健
康、⑫ライフサイエンスの最先端、⑬デジタルファブリケーション、⑭サイエンスによる日本文化・も
のづくり伝承、の 14テーマに分類した。
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図表 1　14 テーマの特徴

待されるトピックを選択した。
　第二に、「日本の魅力の発信」という観点から、我
が国が魅力を有する技術を選択した。ここでの「魅
力」とは、他国に先駆けている事項、あるいは、他
国との違いが際立つ事項である。よって、必ずしも
現時点で我が国の強みと言えるものとは限らず、我
が国の先行的な取り組みが将来的に他国への展開
に繋がる場合も含む。
　第三に、オリンピックを世界への絶好の情報発信
機会と捉える観点から、観光客への直接的アピール
や中継を通じた観戦者への間接的アピール、すなわ
ち、国内各地をショーケース化することに寄与する
トピックを抽出した。以上の 3段階のフィルタリン
グを行い、全てを通過したトピックに関して、以下
の手順を適用した。

（2）テーマの抽出
　課題（トピック）単体では、必ずしも機能を発揮
しないケースや、利用のイメージが湧きにくいケー
スが多い。そこで、全 832 トピックのうち、技術的
内容を含み、かつ 2020 年までに技術的な環境が整
うと予測された 544 トピックを基に、日本の魅力お
よびショーケース化を考慮して、関連するトピック
を組み合わせて 14 のテーマにまとめた。
　この 14 テーマの特徴を 2軸で図示したのが図表
1である。縦軸は、そのテーマの実現する機能が個人
を対象としたものか、社会を対象としたものか、と

　検討の基としたデルファイ調査は、2040 年まで
を視野に入れ、将来の目指すべき姿を実現するため
に重要と考えられる科学技術、および、科学技術発
展と関連の深い社会システムや国民意識等の実現
可能性について、質問を 2回繰り返したものである
（このように専門家に対して複数回の質問を繰り返
すことで結果を収束させる手法を「デルファイ法」
と呼ぶ）。この調査では、約 130 名の専門家による議
論を経て設定した 832 トピックについて、2009 年
11 月～2010 年 2 月にアンケートを実施し、のべ
2900 名から回答を得た。以下に、この調査を基に当
センターで行った「日本の魅力の発信強化に向けた
研究開発テーマ」の抽出、検討の手順を示す。

（1）課題（トピック）の選択
　今回検討の対象となるのは、第一に、前述のよう
なマイルストーンが設定されていることから、2020
年頃までに技術的に目処が立ち、社会実装の姿が描
ける段階まで達していると考えられる科学技術や
システムである。そこで、a） 2020 年頃までに技術
的な環境が整い、2020 年代には社会に実装されると
予測されたトピック、および、b） 2020 年代に技術
的環境が整うと予測されているが、その前倒しが期

2 検討の方法
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いうサービス対象の粒度である。横軸は、日本の魅
力を強化するのか、日本の課題を価値に転換するの
かという、テーマが置かれた条件の良否である。条
件が良い側には、安全、心遣い・気配り、長寿社会
を、条件が厳しい側には、資源小国、地震多発地帯、
老朽インフラ、生産年齢人口減を置いた。

図表 2　「リスク管理」に関連する科学技術の例

出典：参考文献 3を基に科学技術動向研究センターにて作成

　本章では、上述の手順によって作成された各テー
マの概要、2020 年頃の社会実装への期待、現時点で
の取り組み事例を簡単に紹介する。なお、以降の図
表において「技術の実現時期」についてアンケート
を行った結果が記載されているが、この情報は 2009
年に実施した結果から引用しており、現在の科学技
術の進展や社会的環境の変化（東日本大震災の影響
等）は反映されていないことに留意が必要である。

（1）リスク管理－情報収集・分析と先端技術により
社会の安全性を強化－

　ここには以下の 2テーマが含まれる6～9）。
①高度リスク管理・低減技術：テロ、災害、環境汚
染、感染症など広範にわたるリスクについて、モ
ニタリング、予測、検知、防止など様々な段階で
対応策が講じられる。

②高精度な観測・予測システム：気象・災害シ
ミュレーションのデータ同化も含め、被害軽減の
ための高精度なシステムが構築される。

　考慮すべきリスクは、自然災害から故意の事故ま
で広範にわたる。ビッグデータ活用も含めた情報収
集、観測・予測・シミュレーション・検知技術のレ
ベル向上、各種データの統合等により、より適切な
リスク管理を可能とする情報と手段の提供が期待
される。
　2020 年頃には、自動収集した環境情報を活用した
気象変化や災害予測等が実現されていることが想
定される。オリンピック開催期間には、リスク管理
と適切な情報提供により安全と安心を提供し、併せ
て、災害大国である日本の防災用品・設備や対策を
紹介すること等が考えられる。

3 テーマの概要
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　現在、観測関連では、「気候変動適応戦略イニシ
アチブ」（文部科学省）、「超小型衛星研究開発事業」
（文部科学省）等により、観測、シミュレーショ
ン、データ同化等の取り組みが実施されている。ま
た、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構
統計数理研究所や独立行政法人理化学研究所には、
データ同化に関する研究開発を行う部署が設置さ
れている。

（2）エネルギー・資源の効率的利用－資源小国のさ
らなる利用効率化－

　ここには以下の 4テーマが含まれる10～12）。
③どこでも（ユビキタス）電力・情報インフラ：情
報インフラ整備が、それ自身の便益を提供するの
みならず、交通やライフラインなど社会基盤の高
度化にも寄与する。

④マルチスケールエネルギーマネジメント：電気・
ガスに加えて水素等のクリーンなエネルギー

図表 3　「エネルギー・資源の効率的利用」に関連する科学技術の例

出典：参考文献 3を基に科学技術動向研究センターにて作成
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キャリアが利用され、分散型電力ネットワーク管
理、住宅・ビル・地域内のエネルギー管理等、需
要家によるデマンドレスポンスも含め、様々なス
ケールでエネルギー需給バランスの最適化が図
られる。

⑤エネルギー・資源の超高効率利用：排熱等の未利
用エネルギーや廃棄物資源を最大限に有効利用
する技術・システムを実現する。

⑥ゼロエミッション（ライフサイクルアセスメント
含む）：環境負荷を大幅に低減させた生産・消費
のシステムを構築する。

　多様なエネルギーのマネジメント、未利用あるい
は廃棄エネルギー・資源の有効利用、環境負荷の低
い自動車の普及等、無駄を排し持続可能性を考慮し
たシステム構築が期待される。情報インフラは、そ
の自由度と安全性を向上させ、社会インフラ管理や
利用高度化に不可欠のものとなる。
　2020 年頃には、電気自動車の走行中非接触充電
の実現、燃料電池自動車の普及と水素供給インフラ
の整備などが考えられる。オリンピック開催期間に
は、会場でのエネルギーマネジメントシステムの稼
働、きめ細やかなエネルギー活用や廃棄物回収・再
利用システムの実現が考えられる。
　現在、「元素戦略／希少金属代替材料開発」（内閣
府、文部科学省、経済産業省）、「まちづくりと一体
になった熱エネルギーの有効利用に関する研究会」

（経済産業省）、「スマートコミュニティ・アライアン
ス」（官民連携組織）、「燃料電池自動車・水素供給
インフラ整備普及プロジェクト」（産業競争力懇談
会）、「高温超電導ケーブル実証プロジェクト」（独立
行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）な
ど、研究開発からまちづくりまで多様な参加者によ
る技術や制度等の検討が進んでいる。

（3）インフラ管理－老朽インフラの適切な維持管理
と新技術・システム導入－

　ここには以下の 2テーマが含まれる13、14）。
⑦知的なセンシングによるインフラマネジメント：
耐用年数を超えた道路・トンネル・橋梁等大型
構造物の劣化状況モニタリング、並びに、それに
基づく適切な修繕・新設が行われる。

⑧交通モダリティの革新：情報通信技術等の活用
により、快適かつ安全な移動手段が整備される。

　大型構造物の点検・補修・更新について、劣化
状況の非破壊検査、残存寿命推測、点検自動化等の
技術が進展し、さらに得られた情報をデータベー
ス化して管理することが期待される。また今後建
造されるビルや大型構造物については、点検・補
修等を考慮した設計とセンサ埋め込み等が常態と
なることが期待される。交通インフラについても、
情報インフラおよびセンサ等関連技術を活用した
安全性と効率の向上や、自動車の自動運転の進展

図表 4　「インフラ管理」に関連する科学技術の例

出典：参考文献 3を基に科学技術動向研究センターにて作成
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が期待される。
　2020 年頃には、社会インフラの非破壊検査、セン
サ埋め込み等による劣化監視と減災対策、自動車の
自動運転による渋滞・事故減少や環境負荷低減等
の実用化が考えられる。
　現在、「日本再興戦略」において、「安全運転支援
装置・システムが国内販売新車に全車標準装備」、
「国内の重要インフラ・老朽化インフラは全てセン
サ、ロボット等を活用した高度で効率的な点検・補
修」と、2030 年の目標が掲げられている。総務省情
報通信審議会の「イノベーション創出実現に向けた
情報通信技術政策の在り方中間報告書」では、情報
通信技術を活用した交通インフラについて取り上
げられている。センサによる橋梁の維持管理も数例
であるが実施されており、非破壊検査のための小型
中性子源システムの研究開発が独立行政法人理化
学研究所において取り組まれている。

（4）サービスによる快適性－心遣い・気配りによる
多様性許容と快適性の提供－

　ここには以下の 2テーマが含まれる15～17）。
⑨インクルーシブ社会の実現：身体的特徴、年齢、
国籍、文化等の多様性を許容し、活動・活躍の機
会が広く提供される。

⑩サービス科学によるおもてなし：サービスサイ

エンスや人間理解（脳科学、認知科学、行動科学
等）の研究成果を活用し、快適な日本滞在を提供
する。

　海外からの観光客や在住者の増加に伴う文化・
価値観の多様性や身体機能の多様性を許容する社
会システム構築を目指し、科学技術が貢献できる余
地は大きい。人文・社会科学も含めた総合的アプ
ローチにより、人間の心理や行動、組織行動等の科
学的理解を進め、快適性という価値を提供すること
が期待される。
　2020 年頃には、高齢者や障害者の視点による心地
良い空間を提供する都市インフラやサービス設計
が考えられる。また、母国語での情報提供・案内、
快適な移動環境の提供、国内観光を支援する疑似体
験ブースやアレンジシステムなど、快適な日本滞在
のためのサービスが考えられる。
　現在、内閣府の最先端研究開発プログラムの一つ
「健康長寿社会を支える最先端人支援技術プログラ
ム」において、ロボット工学をはじめ様々な学術領
域を融合した取り組みがなされている。また、自動
翻訳の研究開発が、独立行政法人情報通信研究機構
や（株）国際電気通信基礎技術研究所等で行われて
いる。サービス科学関連では、独立行政法人科学技
術振興機構の戦略的創造研究推進事業の中で、ビッ
グデータやユーザインタフェースに関するプロ

図表 5　「サービスによる快適性」に関連する科学技術の例

出典：参考文献 3を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 6　「健康管理」に関連する科学技術の例

出典：参考文献 3を基に科学技術動向研究センターにて作成

ジェクト等が実施されている。また、同機構社会技
術研究開発センターには、「問題解決型サービス科
学研究開発プログラム」が設けられている。

（5）健康管理－長寿社会日本の健康管理・先端医療－
　ここには以下の 2テーマが含まれる18～21）。
⑪食と健康：日常生活における諸活動を通じて健
康を保ち、質の高い生活を送るための技術やサー
ビスが提供される。

⑫ライフサイエンスの最先端：ライフサイエンス
の最先端技術により、生活の質向上が図られる。

　究極の医療とも言える予知・予防の技術が進み、
社会システム作りと併せ、日常生活の中での健康状
態の維持・管理が、個人の意志や意識の程度に関わ
らずなされ、深刻な事態になる前に適切な選択がな
されることが期待される。また、ライフサイエンス・
医療技術の進展が革新的な診断・治療法をもたら
し、病中病後の生活の質を向上させることが期待さ
れる。
　2020 年頃には、食と健康との科学的解明が進み、
体調に合わせた食事や運動の調整など、心身の健康
を保つための情報提供が考えられる。また、最先端
の医療を提供する医療ツーリズムや、温泉療養など
観光を兼ねた保養機会の提供も考えられる。
　現在、食関連では、「機能性を持つ農林水産物・食
品開発プロジェクト」（農林水産省）が実施されて
いる。医療チップ関連では、「異分野融合型次世代
デバイス製造技術開発プロジェクト」（独立行政法

人新エネルギー・産業技術総合開発機構）が実施さ
れた。また、独立行政法人理化学研究所や独立行政
法人産業技術総合研究所には、バイオマーカーの研
究開発を担当する部署が設置されている。最先端医
療の一つである再生医療については、国家課題対応
型研究開発推進事業「再生医療の実現化プロジェク
ト」（文部科学省）が平成 15 年度から 10 年計画で
実施されている。

（6）技能伝達－団塊世代引退を機とする、技能伝
達・伝承の新しい形態－

　ここには以下の 2テーマが含まれる22）。
⑬デジタルファブリケーション：短時間試作や個
人仕様のものづくり、生産工程の関連業務のデ
ジタル化等、ものづくりに新たな可能性を付与
する。

⑭サイエンスによる日本文化・ものづくり伝承：
高齢化や生産年齢人口減の中で、技能・ノウハウ
等を確実に伝承するシステムを構築する。

　生産年齢人口減少に伴い、ものづくりや伝統工芸
の場での技能伝達・伝承が課題となっており、技能
の明示化と短期習得のための技術・システムの開
発が期待される。一方、ユーザーを巻き込んだ新た
な発想、低コスト・低環境負荷の実現、短期間での
試作など、ものづくりの革新も期待される。
　2020 年頃には、研究開発従事者、メーカー、ユー
ザーの融合の場としての拠点が作られ、また、伝統
工芸の分野でも技能伝達の新しい試みがなされる
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図表 7　「技能伝達」に関連する科学技術の例

出典：参考文献 3を基に科学技術動向研究センターにて作成

　今回取り上げた事例は、オリンピック東京開催決
定を契機として活発化した、2020 年に向けた研究
開発や社会実装の議論に沿ったものであるが、当然
その取り組みは 2020 年をもって終わるものではな
い。その後に取り組みが継続され、大きな経済的・
社会的効果をもたらし、目指すべき社会の姿の実現
を少しでも早めるものでなければならない。オリン
ピック開催期間には、国民自身が科学技術イノベー
ションのもたらした成果を生活の中で十分に実感
しつつ、その後のさらなる進展への期待感を持っ
て、日本の魅力として発信できる状態にあることが
望まれる。
　科学技術動向研究センターは、現在、今後 30 年
を展望する中長期の科学技術予測調査を実施中で
ある。展望期間の中間点に当たる 2030 年を中心に
据え、将来の社会の方向性とそれに関わる科学技術
についての検討を行っている。研究者や技術者、そ
して市民を含めたステークホルダーにとって有用
な情報提供を目的とした調査へのご協力を、関係の
方々に引き続きお願いしたい。

ことが考えられる。オリンピック開催期間には、伝
統工芸・芸能やスポーツ技能への応用により、気軽
に日本文化やスポーツに触れる機会を提供するこ
とが考えられる。
　現在、デジタルファブリケーションについては、
内閣府の平成 26 年度科学技術重要施策アクション
プランの中で 3D造形が挙げられている。経済産業
省の平成 26 年度予算に「三次元造形技術を核とし
たものづくり革命プログラム」が盛り込まれた。ま
た日本文化・ものづくり伝承については、「IT融合
による新社会システムの開発・実証プロジェクト」
（独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機
構）、「ITとサービスの融合による新市場創出促進事
業」（経済産業省）、「移動知」（科学研究費補助金特
定領域）など、様々なプロジェクトが動いている。

4 おわりに
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